
地方消費者行政強化作戦

 消費者基本計画（平成27年３月24日閣議決定）を踏まえ、

どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられ、安全・安心が確保される地域体制を全国的に整備

 地方消費者行政のための交付金を通じ、地方における計画的・安定的な取組を支援

 地方の自主性・独自性を確保しつつ、交付金を通じた当面の政策目標を設定

●都道府県ごとに以下の目標を達成することを目指し、地方公共団体の取組を支援

＜政策目標１＞相談体制の空白地域の解消

１－１ 相談窓口未設置の自治体（市町村）を解消

＜政策目標２＞相談体制の質の向上

２－１ 消費生活センターの設立促進

（人口５万人以上の全市町及び人口５万人未満の市町村の50％以上）

【消費生活相談員】

２－２ 管内自治体（市区町村）の50％以上に配置

２－３ 資格保有率を75％以上に引き上げ

２－４ 研修参加率を100％に引き上げ（各年度）

＜政策目標３＞適格消費者団体の空白地域の解消

３－１ 適格消費者団体が存在しない３ブロック（東北、北陸、四国）における適格消費者団体の設立支援

＜政策目標４＞消費者教育の推進

４－１ 消費者教育推進計画の策定、消費者教育推進地域協議会の設置（全都道府県・政令市）

＜政策目標５＞「見守りネットワーク」の構築

５－１ 消費者安全確保地域協議会の設置（人口５万人以上の全市町）

趣旨

当面の政策目標

平成27年３月
消費者庁
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＜政策目標２－２＞ 管内自治体の
50%以上に消費生活相談員を配置

：配置率 40％以上50％未満

：配置率 40％未満

：配置率 50％以上
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平成27年４月１日現在

平均配置率：73.6％
未達成：９県

（参考）消費生活相談員数 （各年４月１日現在）

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年
3,321人 3,391人 3,371人 3,345人 3,367人
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平成27年４月１日現在

平均保有率：79.0％
未達成：23道県

群馬

宮城

北海道

青森

秋田 岩手

山形

福島

新潟

茨城

栃木

長野 埼玉

東京
千葉神奈川

静岡

山梨

富山

石川

福井
京都

兵庫

大阪

滋賀

和歌山

三重奈良

愛知

岐阜

鹿児島

佐賀

山口

鳥取

島根

徳島

香川

愛媛
福岡

広島

高知長崎

沖縄

大分

宮崎

熊本

岡山

＜政策目標２－３＞ 消費生活相談員
の資格保有率を75%以上に引き上げ

：資格保有率 50％未満

：資格保有率 50％以上75％未満

：資格保有率 75％以上

（注）以下の３資格のいずれかを有する相談員の割合。
・消費生活専門相談員（独立行政法人 国民生活センター）
・消費生活アドバイザー（一般財団法人 日本産業協会）
・消費生活コンサルタント（一般財団法人 日本消費者協会）

地方消費者行政強化作戦の達成状況



消費生活相談員の置かれた状況について

○全国各地の消費生活センター等の消費生活相談員の９割以上が女性（注１）。
○消費生活相談員の約６割が５年以上の勤務経験を持つ（平均約７．４年）（図１）。
○消費生活相談員の大半は非常勤職員（図２）。平均報酬は時給約1,500円（注２）。

※ 平成27年度地方消費者行政の現況調査より作成※ 全国消費生活相談員協会会員実態調査報告書（平成23年）より作成
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（注１）公益財団法人全国消費生活相談員協会の会員の男女比（男性：68名、女性：1,988名）（平成28年４月時点）。
（注２）平成27年度地方消費者行政の現況調査。

図１ 図２



Ⅵ 附則

不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（概要）

消費者安全法

○経過措置（附則第3条） 内閣府令で定める基準に適合する者［消費生活

専門相談員、消費生活アドバイザー又は消費生活コンサルタントの資格保有者］について、
・消費生活相談業務その他これに準ずる事務に従事した一定の経験を
有する者は、消費生活相談員資格試験合格者とみなす

・講習を修了した者は、施行後5年内に限り合格者とみなす
○施行期日：平成２８年４月１日（附則第1条）

（指定消費生活相談員については、平成31年６月12日までに施行）

Ⅴ 登録試験機関

○登録の要件等（第10条の3第1項、第11条の9～第11条の12）
・内閣総理大臣は、登録要件（適切な試験委員の配置等）に適合する
法人から申請があったときは、消費生活相談員資格試験に関する登録
試験機関として登録しなければならない

○登録試験機関に対する監督等（第11条の13～第11条の24）

・試験業務規程の認可、試験委員の届出

・財務諸表の備付け等、改善命令等、登録の取消し、報告・立入調査等

地方消費者行政の連携イメージ

Ⅱ 消費生活相談等の事務の実施、消費生活センターの設置等

Ⅲ 地方公共団体の長に対する情報の提供

○都道府県・市町村による消費生活相談等の事務の実施（第8条～第9条）
・都道府県による、市町村の消費生活相談等の事務の共同処理等に関する必要な調整
・事務を適切に実施できるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託
・国及び国民生活センターは、研修等必要な援助を実施
・秘密保持義務規定（国民生活センター役職員についても同様の規定。国セン法第9条）

○消費生活センターの設置等（第10条～第11条）
・消費生活センターの組織運営等について、内閣府令で定める基準を参酌し条例整備
・消費生活センター等に消費生活相談員を置く

・事業者に対する消費者からの苦情に係る相談・あっせんに従事する者
・消費生活相談員資格試験に合格した者又はこれと同等以上の専門的な知識及び技術
を有すると都道府県知事又は市町村長が認めた者から任用

・都道府県は、都道府県の消費生活相談員の中から、指定消費生活相談員（市町村の
消費生活相談に関し助言、協力、情報の提供その他の援助を行う）を指定

○消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報提供（第11条の2）
・内閣総理大臣、国民生活センター及び地方公共団体が、他の地方公共団体に
対し、消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報を提供

Ⅳ 消費者安全の確保のための協議会等

○消費者安全確保地域協議会（第11条の3～第11条の6）
・国及び地方公共団体の機関、病院、教育機関、消費生活協力団体又は消費
生活協力員等により、消費者安全確保地域協議会を組織

・協議会は、消費生活上特に配慮を要する消費者の見守り等必要な取組を行う
・秘密保持義務規定

○消費生活協力団体及び消費生活協力員（第11条の7及び第11条の8）
・消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う民間の団体又は個人の
うちから、消費生活協力団体及び消費生活協力員を委嘱

・秘密保持義務規定

Ⅰ 総則

○消費者教育の推進 国及び地方公共団体の責務として、消費者教育の推進等を通じて
消費者安全の確保を図ることを明記（第4条第6項）

高齢者等

消費生活

協力団体

消費生活

協力員

地域協議会

病 院

３つの不安

「お金」

「健康」

「孤独」

消費生活センター
地方公共団体

（消費者行政担当課）

情報共有 情報共有

庁内連携

相談窓口

情報共有

教育機関

警 察

保健所

消防機関

消費生活相談員

※ 秘密保持義務
を課す
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平成26年６月改正
平成28年４月施行（一部を除く）

※消費生活相談員資格試験の試験科目（５科目）：①商品等及び役務の特性、使用等の形態その他の商品等及び役務の消費安全性に関する科目、②消費者行政に関する
法令に関する科目、③消費生活相談の実務に関する科目、④消費生活一般に関する科目、⑤消費者のための経済知識に関する科目



（参考）関係団体について
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公益社団法人 全国消費生活相談員協会について
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役員 会長 金子晃（弁護士・慶応大学名誉教授、元会計検査院長）

理事長 吉川萬里子（消費生活専門相談員）

会員数 正会員2,058人 賛助会員 団体：81団体、個人：21名 (平成28年３月末)

活動概要 ・昭和52年、「国民生活センター消費生活相談員養成講座修了者の会」として発足。昭
和62年に経済企画庁所管「社団法人全国消費生活相談員協会」として許可を受ける。
・平成19年、適格消費者団体として認定。
・平成24年、公益社団法人として認定。
・全国の自治体等の消費生活相談窓口で助言、あっせんを行う消費生活相談員を主に
会員とする団体。独自に「週末電話相談室」を開設して、苦情相談を受け付け、あっせ
んを行い、必要に応じて電話相談110番を開催している。
・研修講座、調査・報告、消費者教育・啓発のための講座や冊子作成等を行い、消費者
被害の救済、未然防止、拡大防止のための活動をしている。

国の審議会等の委員等 ・消費者庁参与（理事長 吉川萬里子）
・内閣府消費者委員会（平成21年9月～平成23年8月）（顧問 下谷内冨士子）、（平成27
年9月～平成29年8月）（専務理事 増田悦子）
・消費者教育推進会議委員（第一期 理事長 吉川萬里子、第二期 広報部長 尾嶋由紀
子）
・消費者安全調査委員会臨時委員（小坂潤子）
・税制調査会特別委員（平成24年６月～）（理事長 吉川萬里子）
・国土交通省 交通政策審議会臨時委員（顧問 下谷内冨士子）

備考 平成25年度 消費者支援功労者表彰（内閣府特命担当大臣表彰）



公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会について
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役員 代表理事（会長） 山本和彦（一橋大学大学院法学研究科教授）

会員数 正会員約3,000名 賛助会員 約120団体・法人 （平成28年2月）

活動概要 ・昭和63年、経済産業省所管により設立。
・平成23年には公益社団法人として認定。
・消費生活アドバイザーと消費生活コンサルタントによる消費生活に関する国内最大
の専門家集団であり、主に企業内で消費者関連部門に従事する者、自治体等で消費
生活相談に従事する者、消費生活に関する活動をする者で構成されている。
・ウィークエンド・テレホン（土・日の消費生活相談）を実施し、また法務大臣認証の紛
争解決機関として、特定商取引法に関する消費者紛争についてADRによる解決を
図っている。消費者教育、環境教育、企業の消費者志向・社会的責任への取組、調査
研究及び研修会・研究会の開催等を行っている。

国の審議会等の委員等 ・内閣府消費者委員会（平成25年9月～平成27年8月）（理事 唯根妙子）
・消費者教育推進会議委員（常任顧問 古谷由紀子（第二期消費者教育推進会議にお
いてはサステナビリティ消費者会議代表として委嘱））
・消費者安全調査委員会臨時委員（消費生活研究所所長 戸部依子）

備考 平成26年度 消費者支援功労者表彰（内閣総理大臣表彰）


